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昭和62年10月1日時点（最新の公表データー）における15才以上の就業者数。

〈実　数〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（万人）

総　　数 第1次産業 第2次産業 第3次産業

全　　　国 6，050．2 500．9 2，040．6 3，495．4

富　山　県
石　川　県
福　井　県

岐　阜　県
愛　知　県
三　重　県

59．1

59．0

44．0

107．7

340．0

89．4

4．9

4．2

3．6

6．7

15．8

7．8

23．4

20．6

17．6

47．3

143．7

34．2

30．7

34．2

22．8

53．8

179．7

47．3

6県の合計 699．2 43．0 286．8 368．5

〈第1次・2次・3次構成比〉

総　　数 第1次産業 第2次産業 第3次産業

全　　　国 100　％ 8．4　％ 33．8　％ 57．8　％

富　山　県
石　川　県
福　井　県
岐　阜　県
愛　知　県
三　重　県

100　％

100　％

100　％

100　％

100　％

100　％

8．4　％

7．1％
8．2　％

6，2　％

4．6　％

8．8　％

39．6　％

34．9　％

40．0　％

43．8　％

42．5　％

38．3　％

52．0　％

58．0　％

51．8　％

50．0　％

52．9　％

52．9　％

6県の合計 100　％ 6．3　％ 41．0　％ 52．7　％
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言頭巻

多様化への対応

（財）中部産業・労働政策研究会

　　理事長梅村志郎

労働組合をめぐる環境条件の変化

　変化の時代といわれて久しいが，労働組合

をめぐる環境条件の変化は極めて多様であり

その内容は深い。日本が経済大国として今口

の繁栄をみることができるようになったの

は，労使関係が柔軟かつ弾力的に対応し協力

関係が保たれてきたことが大きいことは大方

の認めるところであろう。そしてこの口本的

労使関係は，日本的経営の特徴といわれてい

る『企業別組合』r終身雇用』r年功序列』と

いういわゆる三種の神器によって支えられて

きたという見力ができる。

　しかし，このH本的経営も既にr終身雇用』

や『年功序列』は変容を見せてきており，組合

活動の基軸をなしている『企業別組合』もその

活動のあり力に変革が求められてきている。

　全国レベルでは連合が発足し，地方組織の

整備が進む中で，活動の内部化と外部化とい

う新しい行動基準の確立が求められている

が，ここでは『多様化』『個別化』といった用

語で示されている組合員の意識や要求の変化

に対応した活動のあり方に注目したい。

組合員の欲求の拡散

　経済水準が低く国民生活レベルが豊かでな

かった時代には，組合員の欲求は所得を増大

させ生活水準を向上させることに集っていた。

その限りでは組合員は皆んなが1司じ存在であ

るとして把えることが可能であったし，大衆

としての一つの層をつくり上げていたといえ

る。だが，高度成長によって賃金水準が上昇

し，一定の経済的水準が保障されるように

なって組合貝の欲求は広がってきた。しかも

その広がりは，r世代間』r男女問』など従来

の属性而でのバラツキではなく『組合員一般

の欲求が多様化した』というものである。

一律・平均主義の限界

　労働組合の活動はこれまで，少なくともタ

テマエとしては一律・’F均主義を行動原理と

してきた。そしてその前提として組合員を大

衆としての」F均像で把えて活動をしてきたと

いえる。だが，既にのべたように一定の生活

レベルの実現を背景として組合員の欲求は広

がってきている。
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　こうした変化に対応して組合は，取り組む

テーマの拡大を始め組合川語の廃1Lや，組合

旗や組合歌をかえたり，福祉制度や共済機能

の充実・拡大など盛りだくさんのメニューを

用意して活性化にむけた活動を積極的に進め

ている。そして，それなりの成果を挙げてい

ることも確かである。しかしこれらは，欲求

の多様化に応える手段としては有効であるが

反面，これまで組合活動を支えてきたr原

理』ともいうべき一律・平均主義を否定する

ことになりかねない。

　こうした基本問題をタナLげにして，いた

ずらに目先の機能論に走るだけでは，当面の

事態は切り抜けることができても，中長期的

に見れば社会集団としての発言力も，存在価

値も色あせて労働組合はその生命力を失うこ

とになりかねない。

　労働組合は『社会的存在』であり，統合力

をもった社会集団としての1つのパワーを

持った存在でなければならない。これまで，

一律・平均主義のもとで役割をはたしてきた

労働紅合の行動原理があらためて問われてい

るということである。

画一主義からの脱皮

　これまで組合活動を支えてきた最も基本的

な前提は，雇用契約が個別に結ばれるなら労

働者はお互いに競争関係に置かれ，労働条件

は切りFげられてしまう。そこで労働者は，

団結して（組合を結成して）競争を制限し，

集団的な交渉によって労働条件を確保・改善

する。労働組合の存在理由はここにあると理

解してきた。この基本的な理解が変わるとい

うものではないが今日的な変化は，こうした

理解にもとつく画一↑義では対応できない状

況が生れてきているということである。

　例えば，労働時問問題を考えて見ても，国

際的な公正基準や生活にゆとりを作り出すと

いうマクロの視点では画一的な合意を得るこ

とができる。しかしミクロの視人工では現業部

門と事務・技術部門の欲求は必ずしも一致し

ない。高度にシステム化された現業部門で

は，時間管理は大きな要素となる。一方事務

・技術部門では時間管理よりも仕事のやり

方，やりがいに対する欲求のウエイトが高く

なる。こうした現実の中では，従来の枠組に

おける画一的な対応はもはや意味をもたなく

なってくる。

　一律・’F均・画一主義が組合活動を支える

基本的な行動原理であることには変わりない。

問題はこうした原理の中で，いかにして個別

主義をカバーした枠組をつくり一hげていくか

である。それにはいくつかのことが考えられ

るが，その1つとして『差』を正当な『差』

として認知することである。「『￥t』があって

も我々は同じ」という精神的一体感を醸成す

ることであり『差異化こそ公平』と理解され

るような公’P化を進めることである。

　組合は配分に弱いとよくいわれる。納得で

きる差とは何かということについて真剣な論

議をおこなうことである。この論議をおこな

うことによって真の意味での平等とは何かを

探ることになり，ひいては拡散する組合員を

新たな論理によって再統合する道を切り拓く

ことになると確信する。
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発言

日富のなかの多様性

法政大学経営学部教授

　小　池　和　男

　私は1974年ごろウイスコンシン大学の客員

教員をつとめたことがある。当時この大学は

研究室が手ぜまで，イギリスから来ていた同

じ客員教員と2人一室であった。それも，東

京以外の日本の大学の研究室よりはるかに狭

かった。ウイスコンシン大学は美しく広い

キャンパスで有名だし，事実そのとおりには

ちがいはないが，内情はこうしたものであっ

た。

　この槁では研究室のせまさをいうのが目的

ではない。相棒の働きぶりをいうためであっ

た。狭い研究室だから，その仕事ぶりは実に

よくわかる。まことにすさまじいばかりの集

中ぶりなのだ。私なら一時間かそこら経つ

と，すぐ仕事から手をはなし，別の本をみた

り，廊下にでて一服したりする。ところが相

方の方は，少くとも3時間は文字通りわき目

もふらず集中する。昼休みも短い。私ならぶ

らりと町の方にでて，小ビンのビールと焼い

たソーセージという，ちょっとした昼食を食

べ，つづいて町を散歩したりする。かれは家

から持参の小さなサンドウィッチと，これま

た小さなリンゴをかじって，それで終り，す

ぐまた仕事にとりかかる。その集中が夕方ま

で続く。7ヵ丹いっしょで，どちらも毎日研

究室に出勤してきたが，このペースは全く変

わらなかった。

　こうした働きぶりは彼ひとりのものではな

い。ウインスコンシンのキャンパスでみるか

ぎり，実に多くのひとが散々として励んでい

る。昼食も，コーラー杯と手軽なサンド

ウィッチでそそくさと済ませてしまう。他方

私は日本各地でいろいろな大学に勤めたが，

概してウイスコンシンからみれば，のんびり

している人が多く，H本人の方がよく働くと

は，とうていいえない。

　大学の例だけではかたよりすぎようが，職

場の例をあげるには紙面のスペースが足りな

い。私がいいたいのは，H本人だからよく働

くとはいえない，ということである。日本に

は勤労を善とする独特の「文化」があり，そ

れで多くの人がよく働くという議論への疑問
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である。どうやら，どの国にもよく働く人も

あれば，ゆっくりする人もあり，ある時代に

ある国では，よく働く層が比較的多いか，と

いった程度にすぎないのであろう。

　こういうと，いや労働時間が日本が2，3

割も長いのはどうなるのか，また余暇のつか

い力を知らない人が多いではないか，といわ

れよう。労働時間については，統計資料の丁

寧な吟味が必要で，とてもここでは展開でき

ず，一言書きとめておく。

　労働時間で良質な統計は爵からの週実労働

時間についてのものだけであり，その限りで

は目本は西欧とあまりかわらない。せいぜい

5％くらい長いだけであろうか。ここには残

業も週休も入っているから，年間に直すに

は，その他の休H（これは日本の方が多い），

有休，欠勤率の統計が必要である。ところ

が，私の知るかぎり，有休・欠勤率について

よい統計のある飼を知らない。つまり，本当

のところはまだわからないのだ。私の観測で

は，日本の方が西欧より長いのは動かせなく

とも，いわれるほどの差はないのであろう。

そもそも失業に苦しみ残業の少なくなった

国，欠勤率の高い国と，そうでない国とを簡

単に比較して，勤労観の問題に帰着させては

浅薄にすぎよう。

　余暇についてはなお疑問が多い。よく日本

人は余暇のつかい方を知らないといわれる

が，はたして本当だろうか。たとえば，和

歌，俳句をたしなむ人口ひとつをとっても，

まことに多い。いったい作詩などというよう

な高度な余暇活動を，これほど楽しむ人が他

国にあるのだろうか。私が垣間みたかぎりで

は，とてもそうは見えない。家に知人を呼び

夜おそくまで飲んでだべる，というのがよく

見られた消暇法であった。もちろん，日本に

も，似た方法をとる人も多い。

　和歌，俳句があまりに日本的というなら，

たとえば西洋起源の楽器をひいて楽しむとい

う活動をとってもよい。わたくしの友人で自

分も手すさびに作曲する音楽好きの滞独5年

の観察によれば，いまやピアノ，バイオリン

のひき手は日本が断然多かろう，という。そ

れはまなヤマハのひとの話とも合う。楽器の

製造・販売の経験から，どうみても西欧より

口本の方が楽器をひいて楽しむ人が多そうだ

という。

　もちろん，日本にも，和歌をよまず俳句も

ひねらず，楽器もたのしまず，趣味をもたな

い人も多い。私のいいたいのej　，まことに単

純で，勤労観や余暇観などで一刀両断にもの

ごとを切っては，本当のところがわからなく

なる，ということである。おそらく，どの国

でもかなり大きな多様性があり，よく働く

人，余暇をよく楽しむ人，あまり働きに重き

をおかない人，趣味の乏しい人などさまざま

あり，単純に平均をみては危ない。勤労観，

余暇観などと日本を簡単に一括せずに，日本

のなかの多様性に目をくばり，他国にも知ら

せていくことが大切ではなかろうか。

　　　　　　　　【（財）中部産政研顧問】
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インタビュー

外国人赦捜が見爬日富
　　　　　　　そして日本の労使関係

一 南山大学経営学部客員教授ソロモン・B・レヴィーン氏に聞く一

　最近国際化という言葉が実感できるように街でもオフィスでも外国の方を良くみかける。産

政研の事務所へも先般オーストラリア，ニュー・サウスウェールズ大学組織行動学教授B・

フォード氏や韓国ソウル大学法学部教授朴世逸氏がお立寄りになり相11：の労働問題などについ

て意見交換したりしている。

　今や世界はボーダーレスの時代にあって海外での生産も本格化し，ll本の労使関係が注目を

あび，“経済大国日本”の原動力の秘密はこの辺にありそうだと見られているs

　こうした中ですでに40数年前から日米相互の理解のため，労使関係，労働経済，IK際企業論

などの分野を調査・研究してご活躍されているアメリカ人がいる。ソロモン・B・レヴィーン

さん。このほど南山大学客員教授として赴任されたばかりのところ，人学研究室を訪ね，最近

の日米の労使関係など一端をお聞きした。

レヴィーン氏のプロフィール

　　　　　　　南11　LJ〈一学経営学部客員教授

　　　　　　　　　ソロモン・B・レヴィーン

　　　　　　　　　　　　　Solomon　B．　Levine

　1920年ボストン生まれ。42年ハーバード・カレヅジ卒，47年・・一バード大学経営学修i：，51年

マサチューセヅツ工科大学産業経済学博士。1949～69年イリノイ大学労使関係学部で研究助f’を

ふりだしに，教授，そしてアジア研究センター所長，国際比較センター所長。69年～88年ウィス

コンシン大学経営・経済学教授，同大学東アジア研究計画委員長。今年1月から2年間のf’定で

南山大学客員教授に着任。

最近の主な著書として「日本の産業発展における人的資源」

　Levine，　Solomon　B．　and　Hisashi　Kawada，　Human　Resources　in　Japanese　Industrial

Develpoment．

　Princeton：Princeton　Univ，　Press，1980．

　　　　　　　　　　　　　　　　　－　6一



　　一段と進む国際化，　　〆”
　　　　　　　　　自動車産業の成長が中部圏の発展に

　　　　　　今口はご着任早々でお忙しいと　　直後の1945年に，はじめて訪問したことがこ

ころお時間をいただきましてありがとうござ　　ざいます。その1945年は，名古屋も含めて日

いました。先生は何回か目本へおいでになら　　本は戦争で非常に荒廃し，破壊されていると

れて大変日本通でいらっしゃるとのことでこ　　いう状況でした。ですから現在の状態をみる

ざいますが，日本の印象なり，お感じになら　　と非常に再建が進み，素晴らしく再開発が進

れた点にっいて，まずお聞かせ下さい。　　　　んだと感じています。

〈レヴィーン氏〉　本日はこういうふうにお　　　名占屋の再開発については，日本の発展の

会いして，このような問題についてお話する　　ひとつのいい例であると考えます。日本の他

機会を与えていただきましたことを大変感謝　　の都市と比較しても，非常にうまく再開発が

しております。　　　　　　　　　　　　　　進んだところではないかという印象を受けて

　私は日本の労使関係につきましては，従来　　おります。再建のための努力を非常にはらわ

にも増して非常に関心を持っており，また，　　れただろうと感じております。これを可能に

中部産政研の什’柵こついても大変関心を持っ　　したのは産業の回復，発展であり，とくにこ

ております。　　　　　　　　　　　　　　　の地区では自動「巨産業の成長が大きく寄ケし

　日本の一般的な「1」象についてですけれど　　たのではないかと認識しております。

も，何度か1」本に滞在しましたが，ほとんど　　　もうひとつの大きな印象としまして，日本

は関東地方で過ごしましたので，どちらかと　　人がかつてと比べて，ll堺の状況についてよ

百うと，そちらの方に印象が片寄っているか　　く知っているようになったこと，それから教

もしれません。ただ，名古屋も含めて1体の　　育のレベルも，一段と向．トしていると感じて

その他の地区にも何度か訪問する機会はござ　　います。

いました。名｛屋につきましては第2次大戦

・

一
極集中が物価・ンゴズ、ト高を生む．．＝　　　　t

　　　　　“・　“1・・一．tt　・”もつと円高メリットを生かせ

　　　　　　日本は最近，円高になって困る　　ことのほか，今いろいろと困っているわけで

ということが言われてます。実際にかつてに　　すが，先生は以前にも日本におられたり，あ

比べるとかなり円高になっているわけです。　　るいは最近又こちらで生活していらっしゃる。

’F均レベルでみると日木の賃金は円高によっ　　日本は生活しにくい所になっているのではな

て世界のトップレベルになったと云われてい　　いかというお感じをお持ちかどうか，そのへ

ますが，日本のノト活面では物価も高いという　　んの生活面で感じられているところがありま
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したら，お聞かせ下さい。

〈レヴィーン氏〉　生活についての一番大き

な印象と言いますか，感じていることとして

は，too　littIe　space，つまり日本というのは非

常に狭いということです。これがひとつ大き

な問題でしょう。とくに都市においては，2

つの要因があるために事情はさらに悪くなっ

ていくのではないかと考えています。

　1番目の理由が，1945年から現在までの間

に5，000万人以上も日本の人口が急増してい

るということで，人口増という要因がある。

そして2番目に人口が農村部・山岳部から都

市部の方に集中してきてしまった。こういう

状況ですから，基本的な生活の基盤である，

住居ですとか，食糧ですとか，あるいは交通

手段ですとか，そういうもののコストが非常

にかかってしまう。これは何等不思議ではな

い。致し方ないのではないかなと考えていま

す。

　円高を抜きにしても，日本で生活する一ヒで

の費用は非常に高い。日本に来た外人，とく

にアメリカ人から見ると，物価のレベルは，

まるで異常な高さです。3年半前の1985年，

1ドルが265円の時代でも，円の価格をドル

に換算した物価は，もうすでに非常に高かっ

たということです。

　基本的な問題と言いましょうか，問題の本

質は，日本人が安い外国製品のメリヅトを本

当に十分生かしているのかどうかというとこ

ろにあります。国全体として，多くの人々が

国内製品，日本製品に非常に依存していた。

今でもそういう状況です。そして外国製品の

安い価格のメリットをどうやって生かすかと

いうことについては，今のところはスロープ

ロセス，ゆっくりゆっくりしか行われていま

せん。

　円高については，今のところ日本の生活環

境をそれ程改善したようには見受けられない

と考えます。ただしそんなにやさしいことで

はないと思いますが，潜在的には今後改善に

寄与する可能性があるのではないかと考えて

います。

もっと食料品や衣類を安く

　　　　　　これから改善されるだろうとい

うことですけれども，どういう点を推進すれ

ばもっと安い外国製品を買えるかお聞かせ下

さい。

〈レヴィーン氏〉　基本的には，まず食料と

衣類を安くすることが必要でしょう。とくに

衣類については東南アジアなどから安く買っ

てくることが可能であると考えますが，食糧

については，嗜好というのでしょうか，日本

人の好みに合うかどうかという点に，ひとつ

問題があると思います。たとえば私が食べて

いるよりも多くの牛肉を日本人が食べるよう

になるのか。あるいは多くの外国人が食べて

いるものをもっととるようになるかという

と，それは嗜好の問題であるから何とも言え

ない。ですから，潜在的には小麦とか，コー

ンとか，肉とか，そういうものについて輸入

する素地はあるのでしょうが，これらが急速

に起こっていくとはなかなか考えにくい。そ

ういう意味で円高による改善はゆっくりゆっ

くり起こっていくのではないかと考えていま

す。
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　それから米については国際的にも大きな論

議になっておりますけれども，ひとつには味

の問題，もうひとつには政治的な問題があり

ます。どこの国でもそうですけれども，国内

の農家，農業を保護していこうということも

ありますので，これについても若一1難しい1面

があるのではないかと思います。

　最大の問題で，最も難しいものとしては住

居，住宅の問題であると考えます。住居の費

用を安くすることは非常に難しいでしょう。

と言いますのは，これはスペース・f：地と密

接に関係している問遺でもありますので，そ

ういう意味で大変な困難があるのではないか

と考えます。ですから，ヨーロッパ人が，よ

く日本人はうさぎ小屋に住むと非難しますけ

れど，これはフェアーな言い方ではないと思

います。問題は日本人が広い土地に住もうと

しても，余っている土地というのは，どちら

かというと都市ではなくて田舎の方にあり，

都市にはその分空間がないということです。

田舎の方には大きくて立派な家もあるのです

けれども，人口はどうかというと残念なが

ら，田舎の方にはほとんどいない。ですから

うまく調整することが必要であると考えます。

三種の神器より 団体交渉制度労使協議制度

労働関係法の整備に庄目すべき

　　　　　　長年の研究の中で日本の労使関

係を，先生はどのようにお感じになっておら

れるか，歴史的に変わっているところもある

でしょうし，今日の経済大国日本の要因のひ

とつであるというように見られている点もあ

るだろうと思うのですが，まずその点はどう

でしょうか。また日本的経営の特徴は企業内

組合，終身雇用，年功序列いわゆる三種の神

器にあるとも言われていますが，これについ

てもコメントいただければと思います。

〈レヴィーン氏〉　戦後44年間に，労使関係

については非常に多くの変化がありました。

これは2つの大きな歴史的な要因があったと

考えます。

　ひとつは労働改革。第2次大戦直後，教

育，農業などの改革もありましたが労働関係

がとくに人きく変革しました。戦後の労使関

係の改革が行われました。

　もうひとつの要因は戦前というか，明治以

来の伝統あるいは，傾向と言うんでしょう

か，どんどん産業を発展させようとする［1木

の歴史的な動きのために，いわゆる被雇用者

がだんだん増えてきて，今や大半を占めるよ

うになってきた。そういうことがあるもので

すから，いわゆる雇川主と被雇川者の関係

が，社会全体の中でもより重要な位置づけに

なってきたわけです。1950年代までに農家と

か，自営煮とか，そういう人達はどんどん少

なくなっていく一方で，賃金をもらって生活

している人が社会の半分以上を占めるように

なってきた（昭和25年から35年まで）。今は

70パーセント以上になっているでしょう。

この賃金労働者にシフトされていくという現

象が，射膚に急激に起こったものですから，

昭和37，8年ごろつまり30年ぐらい前から労

働力不足も起こってきました。日本の労使関

係の見方としては，今申し上げた2つの歴史

的な発展過程を踏まえたhで考察しなければ
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ならないのではないか，と思います。

　文化的な側面については，もちろん若干の

影響があったことは否定しませんけれど，そ

れがどの程度影響を与えたかということは，

非常に説明は難しい。人によっては，文化的

な側面から分析を試みる方もみえるようです

が，文化的な影響だけでもって労使関係が説

明できる，あるいは労使関係に影響を与えた

というようには，ちょっと考えられません。

　次に三種の神器についてコメントします。

　三種の神器は“three　treasures”と英語では

申しますが，－treasureは、お祈りをして手

に入れるという意味を持ちますが一　3つの

宝と言うんでしょうか。いわゆるこの3つの

要件があげられていますけれど，全部満たし

ているような関係は非常に少ないのではない

かと思います。いわゆるお祈りして頂戴する

ような意味での宝であり，現実には非常に少

ないのではないかなと感じています。

　とくに終身雇用制については，いろいろ調

査をしていただければおわかりかと思います

が，日本の賃金労働者の内の10パーセントぐ

らいしか現実に終身雇用と言われる制度には

馴染んでないのではないか。年功序列型とい

うことについては，幾分広く見られる慣行で

あるように思われるし，企業別組合について

は，これはほとんどそうであるということで

疑いはないのですが，終身雇用については現

実にほとんどの人は終身雇用になっていない

のではないかと私は思います。

　むしろ，これよりも他に，重要な3つの要

因があるのではないかと思いますので指摘し

たい。ひとつは団体交渉制度が発展してきた。

1945年以前には全くそういう制度は存在して

いなかったものが発展してきたことにある。

　2番目は労使の協議制度・joint　consultat－

ionのシステムが発展してきたことが，要因

としてあげられるでしょう。とくにいわゆる

職場のレベルから会社あるいは産業，さらに

その上の，経営者団体と労働者団体というレ

ベルまで，非常に広範囲にわたって労使の協

議制度が発展してきたことが2番目の要因と

してあげられると思います。

　1945年以降，とくに労働基準法を中心とし

た労働法関係が非常に整備されてきたこと

が，3番目の要因としてあげられる。

　今私が申し上げた，団体交渉・労使協議・

労働法関係の整備，この3つのポイントの方

がいわゆる終身雇用，年功序列，企業別組合

ですとか，もちろんそういうものは存在する

のでしょうが，それに比べればはるかに重要

であると考えます。とくに日本の戦後の社会

を見る上では，そちらの特徴の方が重要な

ファクターではないかと感じています。確か

に終身雇用等も存在することは存在するので

すが，マイナーなものに過ぎないのではない

かと考えます。

　とくに2つの慣行について指摘申しLげた

い。ひとつは春闘ですね。1955年からたぶん

始まったものだと思いますが，いわゆるこの

〆

学生に親しく話しかけるレヴィーン教授

　　　　　　　　（南山大学正門前にて）
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春闘というのが労使に加えて政府も巻き込ん

で全国レベルでの年間の賃金，ないしは所得

政策にまでも言及しています。

　2番日としては，先ほども申しあげました

が，長年に渡って，広いレベルでの労使の協

議制度というのがあげられるのではないかと

思います。特に’73年，’74年の石油ショック

を例にとると，全国レベルで政府・経営者・

労働者，その3者が人って経済の安定を保つ

という為に協議して，合意に達しているとい

うような慣行を行っています。それがその後

の経済の安定に大きく寄与しているというこ

ともあります。そういうことがもう1つの原

因としてあげられるのではないかと思います。

学者の中には通産省がそうしたことを全部決

めているのではないかという人もいますが，

私はそうは思っていません。

　労使協議についてもう1つコメントすると

すれば，1960年に，一三池鉱山の大きな争議が

ありましたが，それを契機として特にそれ以

降は，問題がおこったり，あるいは問題が複

雑になる前に労使間の協議で解決していこう

という姿勢が強くなってきたのではないかと

思います。

これからも　平等と均等か求められる

　　　　　　先生に，3つの特徴をお話しい

ただきましたが，その結果，日本の労使関係

なり産業なりは健全であるというふうに思わ

れますか。

〈レヴィーン氏＞　ll本の労使関係は基本的

には非常にいい段階にきているというか，今

までの労使関係については評価できる。ただ

し，その労使関係を判断する基準としては，

2つの面，1つは民k並義的に，意志決定の

際に全貝が’F等に参加できるということ，も

う1つがその均等な扱いが達成されるという

のが1つの判断基準としてあるのではないか

と思います。そういう意味では日本の労使関

係に限らないと私は思うのですが，常に平等

と均等という問題を孕んでおりますので，完

全なものとは言えない面もあります。

組織率の低下とかつての労働組合の力の低下か顕著

　　　　　　次に最近アメリカの労使関係が

変わってきているのではないかと思われます

が如何でしょうか。

〈レヴィーン氏〉　’80年代に入って，特にア

メリカの労使関係について2つの大きな変化

がありました。1つは労働組合員の組織率の

低下です。正確な数字はありませんが，おそ

らく25パー一セント程度から17～8パーセント

までに落ちている。

　日本でも組織率がドがっていることが問題

になっていますが，アメリカではより厳しい

状況にあります。特に産業が組織化された産

業から組織化されていない，未組織産業にシ

フトしている。あるいはブルーカラーからホ

ワイトカラーにシフトしているというような

ことがあって，アメリカでの組織率低下の状

況は厳しいものです。それから2番目とし

て，労働組合の力が弱くなってきている。失
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業者が多いという背景と，あるいは組合を認

めないというか，持たないという会社との競

（％）

35　　34．3

30

25

20

日米の労働組合推定組織率の推移

・・

28．2
　　27．6

　　　　　　　　　　　　　　17．5
　　　　　　　　　　　　　　　　17．0

　1975年　　1980年　　　1986年1987年

　資料出所：日本は労働省「労働組合組織基本，J，Yff」

　　　：アメリカはアメリカ労働省

争の為に組合と会社との間の，綱引きみたい

なものもあると思います。最近は団体交渉等

においても組合側が非常に妥協をさせられて

いる。雇用の安定のために賃金をおさえる，

あるいは雇用保障という面を優先して，賃金

等労働条件面で譲歩せざるをえないような労

使交渉になっているという状況です。

　その雇用保障の観点についてもう1つ申し

上げると，最近，労働側が仕事のルールの変

更，つまりに配置転換について経営側と合意

をしている。会社内での配置転換を大幅に認

めているようになってきている。したがっ

て，これがある面で雇用確保という面に影響

を及ぼしていると考えられます。そういうこ

とで，従来からすでに組合が勝ちとっていた

権利を，経営側に戻してしまうというような

妥協の交渉をしていると見ることもできるの

ではないでしょうか。

アメリカの組織率は今後回復してくる

　　　　　　特に最近のアメリカで先生のお

話の中で組織率が低下している問題，あるい

は労働組合が少し弱くなっているという問

題，さらに雇用保障を優先して，今までの権

利を失ってでも，雇用確保は優先していると

いうお話がございましたが，先生はそれに対

してこれからどういうような方向が望ましい

と思われていますか，お考えがあればお聞か

せいただきたい。

　もう1つは私たち日本の，たとえば自動車

産業にしますと海外進出が多くなって，海外

で生産がされてきているわけですけれども，

そういった外国での労使関係について，先生

がお考えになっていること，また，将来，日

本が海外に進出する企業はどういうことに注

意して，経営なりあるいは労使関係をどのよ

うにしていかなければならないかという点

で，お考えがあればお聞かせください。

〈レヴィーン氏〉　アメリカの将来につい

て，組織率の低下については近々止まるで

しょう。今よりも多くのホワイトカラーの

人々が組合に参加するようになるでしょう。

ただそれ以降大きな変化はでない。今の労使

関係について大きな変化があるとは考えてお

りませんし，今の団体交渉制度にそう大きな

変化はないだろうと思っております。ホワイ

トカラーの組織化については政府関係機関で

すとか，ハイテクの分野ですとかそういう所
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にもいるので，それを組織化していくにはま

だまだ時間がかかるであろうということです。

しかし一時の最盛期の，35パーセントの組織

率まで戻るとは思えませんけれども，少なく

とも今の数字がもう少し良くなるとは思って

おります。それが20なのか25なのかそのあた

りは何とも申し上げられません。組織化のお

話については，どのような経済状況にあるか

ということ，あるいは失業の状態がどうであ

るかにもよると思います。

　海外進出の話ですが，これについては非常

に多くの日本の会社が，海外に」二場を建てて

おります。特に，アメリカにおいて非常に大

きな進出をしているという状況です。アメリ

カの場合についていえば，大規模な操業，非

常に大きな規模での進出というのが目立って

いる。たとえばトヨタのケンタヅキー，それ

からカリフォルニアのトヨタとGMの合弁で

あるNUMMIの工場ですとか。そういうこと

で，日本の経営者というか経営側はlocal

conditionをその現地，地盤に応じた状況を取

り入れているように見える。

　たとえばそのカリフォルニアにおいては

UAWの組合を認めたというようなことで

す。NUMMIの場合ですと組合の方もある面

で妥協をしている。配置転換とかその労働条

件の利用に関してより柔軟なことを認めて多

く妥協をしています。一方ケンタヅキーにつ

いて言えばタイミングとしては，まだ将来何

が起こるかコメントするには早すぎるのかも

しれないが，一般的にはその地域全般がnon

unionの地域という事もありまして，UAWは

歓迎されないのではないかと思います。以h

の様にその地盤に応じたやり方を考えている

と思います。

ショッピングを楽しむレヴィーン氏ご夫妻

　　　　　　　　　　　　（名古屋星ケ丘にて）

　概して言えば日本の企業が海外で操業する

ことによって，その国の労使関係の根本的な

部分に大きな影響を及ぼすかというと，そう

は思えない。日本企業はどちらかといえば，

新しい日本型の慣行を持ってきてそれを押し

つけるというよりは，現地の慣行を，うまく

取り人れていると感じています。

　アメリカの労使関係，労使のシステムにお

いても，たとえば従業員の参加が今までより

も非常に多くなってきており，あるいは，企

業内でのトレーニングに，より重点がおかれ

るようになってきております。こうしたこと

が日本のものに似ているように思われますけ

れども，これはアメリカの経済自体が変わっ

たというところから起因するものであって，

日本を真似ているというものではないと考え

ています。

　海外進Hlの際には，お互いが変化に対して

相互の理解をより深めていくために国際間で

の協議をやっていかなければいけないし，ま

た新しい問題に直面することもあるでしょう

から，それを処理するためにお互いにうまく

政策を調整していく必要がある。そういうこ

とにもっと努力をしていくことが一つ重要な

ポイントとして申し上げたいことです。
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組織率の低下の1因に経営側の攻勢がある

　　　　　　アメリカの組織率が低下してい

るのは，ある人は，アメリカの組合のやり方

あるいは組合自体が嫌われたからだというこ

とを言う人がいます。たとえば一般組合員の

本当の気持ちを知らずしていろいろな交渉を

やりますので，組合員が嫌気がさした，離れ

ていったということを言う人がいますが，そ

の辺についてどのようにお考えでしょうか。

〈レヴィーン氏〉　ご指摘のありました組合

員，特に若い人の中には組合に何ら魅力を感

じてない，必要性を感じていないような人も

いますが，問題は，そんなに簡単なものでは

ありません。アメリカでは公的な組合を作る

ための法的な手続きが非常に複雑になってい

る。たとえば選挙を行うことが，非常に複雑

で難しいので，どちらかというとついつい弱

腰になってしまう。経営側と組合の方でいろ

いろとキャンペーンをするわけですけれど

も，選挙自体も経営側が遅らぜることができ

るということであれば，その遅らせた分だけ

従業員は組合を作ろうという意欲を失してい

くでしょう。今までの調査によれば，もし経

営側が一日選挙の日を遅らせることができれ

ば，おそらく組織率が1パーセントドがるで

あろう。もし1ケ月も2ケ月も遅らせること

ができたのであれば，もうほとんど大半は興

味を失ってしまう。経営者がもし組合に対抗

しようと思えば，頭のいい，きれる弁護上を

頼んで，どうやって選挙を遅らせるかという

ようなことを考える。日本でも同じような話

はあるかもしれませんけれど，組合を作ると

いう手続きに関しては，アメリカの手続きは

非常に複雑である。ただそれが組織率の低ド

をもたらしている。先程の産業のシフトです

とか，組合からnon　unionの方へ，あるいは

ブルーカラーからホワイトカラーへというよ

うな変化に対しては基本的な問題であるとは

思っておりません。このことの方が重要であ

ると申し上げたい。

　　　　　　私ども中部産政研に対して何か

期待なり，忠告でもあれば一言いただきたい

と思います。

〈レヴィーン氏〉　わりと抽象的なコメント

になりますが，一つには，労働者が何を必要

としているのか，何を望んでいるのか，そう

いうことについてト分に理解して調査なり研

究なりを行っていくことが非常に大切だと思

います。それからもう一つは他の国，他の地

域でどういうことが起こっているのかという

ことにもよく関心を払って，それによって中

部ないしは日本と海外とのコンディションを

比較していくことが大切ではなかろうか。問

題解決の上で情報が，非常に重要になってき

ていますので，そういう企画の手法も重要で

はないかと感じております。

　　　　　　先生，今日はありがとうござい

ました。またこれからもよろしくお願いしま

す。

このインタビューは，名占屋アメリカン・セ

ンター副館長服部正夫氏のご紹介，南山大学

助教授村松久良光氏の仲介，全トヨタ労連国

際部長山田耕平氏の通訳など一連のご支援に

よって実現できました。あらためて，各氏に

対して心から厚くお礼申し上げます。
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購　難
研究員レポート

規制緩和と電気享藁

名占屋大学経済学部教授

　奥　野　信　宏

1　なぜ規制緩和か

　成熟段階に達した日本経済を，活性化させ

る政策手段として，わが国でも，規制の緩和

が重要課題になってきている。規制の緩和が

叫ばれる背景には，政府や地方自治体が，公

共部門の本来の役割以上のことに介入し，そ

れが経済社会の活性化を阻害しているという

認識がある。民間部門が未発達な段階では，

政府や地方臼治体が民間部門に代わって，い

ろいろな財・サービスを供給する活動を行っ

たり，また自国の産業や国内市場を育てるた

めに，積極的に民間の経済活動に介入するこ

とが求められる。しかしながら，経済が発達

することにともなって，それまで，政府の助

けなしには，機能しなかったことがらでも，

市場や民間部門で解決されるようになってく

ると，政府や地方自治体の活動が，逆に，民

間企業や国民の自山な経済活動の妨げにもな

る。その他力で，時代の流れについて行け

ず，取り残された分野では，政府・自治体に

保護を求め，それが経済の非効率な部門を温

存し，経済の発展の足を引っ張るということ

もある（脚注1）。

　規制の緩和が，これからのわが国の経済政

策の最重要課題であることに，異論はない。

しかしながら，「規制緩和」という言葉が一

人歩きし，規制を緩和しさえすれば，経済活

動が活発化し，国民の生活や利便が向上する

というムードだけが，先行しているように感

じることもしばしばある。

　規制の緩和は競争を息味し，供給者にとっ

ても，消費者にとっても，いろいろな影響を

及ぼすはずである。規制の緩和が望ましいか

どうかは，最終的には，それによって，国民

の生活の向上が図れるかどうかで判断される。

経済学的な表現を使うことを許して頂くなら

ば，規制の緩和によって，経済全体の効率性

と所得分配の改善が図れるかどうかである。

　産業の経済活動の規制は，各産業が持って

いる特性と歴史的背景にもとついている。そ

れらのすべてに共通したものを，理論的に探

りだすことは，基本的に大切なことだが，規

制の理由は，産業によりさまざまだという側

而もある。したがって，規制の緩和と競争政

策の採用が，国民の生活や，産業の活動に及

ぼす影響を探るのには，各規制ごとにその背

景を検討してみなければならない。
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　産業としてみたとき，政府による規制が，

最も広範に行われてきたのは電力，都市ガ

ス，鉄道，通信などのいわゆる公益事業だろ

う。これらの分野では，周知のように規制緩

和が実施に移されつつあるが，電気事業につ

いては，わが国では，もともと純粋の民間企

業によって営まれており，従来からの規制は

変更されていないし，昨年末（昭和63年12

月）にとりまとめられた臨時行政改革推進審

議会の「公的規制の緩和等に関する答申」に

も，電気事業の実質的な規制緩和にかかわる

ような内容は含まれていない。しかしなが

ら，電気事業も，他の公益事業と同様に，競

争的環境が無視できなくなってきており，そ

れの規制緩和は，これからの大きな社会問題

になる口∫能性がある。本稿では，電気事業の

規制緩和が，電力の安定的供給や電気料金の

適正化にどのような影響を及ぼしうるのかと

いうことを考えてみる。電気事業の規制の緩

和と競争政策の導入は，いうまでもなく大変

に大きな問題であり，この小論で議論し尽く

すことは到底できない。ここでは，その一つ

の側面について検討したい。

2．電気事業の規制

　市場経済の原動力は，競争である。独占禁

止法は，企業の同調的値上げや，生産調整な

どのカルテル行為を原則的に禁止している。

それによって，競争が促進され，市場がうま

く機能するよう意図されているが，同法に

は，同時に，それの適用が除外される産業が

規定されていて，そのなかの一つに，電気事

業が含まれている。同法では，電気事業は

「その性質1二，当然に独占となる事業」と位

置づけられており，都市ガス事業や通信事

業，鉄道事業などとともにr自然独占」と呼

ばれている。つまり，電気事業は市場の競争

に任せていたのでは，社会的に望ましい成果

はえられず，市場に代わって，政府がその行

動を規制・監督することによって，産業を望

ましい方向に導くことが期待されているので

ある。

　政府による電気事業の規制は，経営全般に

及んでいるが，競争政策の導入との関係で重

要なのは，料金についての規制と供給者の供

給義務，需要者の差別的取扱の禁止，および

産業への参入と撤退の規制である。

　料金についての規制は，わが国では，公tE，：

報酬率基準と呼ばれる方法が適川されている

が，この規制基準では，事業に投下された資

本の収益率にL限が置かれ，企業は，この基

準を満たすように，料金水準を決めることが

求められる。この規制方式は，電気料金の規

制方式としては最も代表的なものであるが，

わが国では，電気料金だけでなく，都市ガス

料金にも適川されている。

　供給義務というのは，供給を要請されたと

きには，電力会社は特別な理由がないかぎ

り，それを拒否できないということである。

産業への参入と撤退の規制というのは，電力

産業への参入には政府の許可が必要であり，

ある地域で既に供給が行われていて，その地

域の需要が満たされている場合には，新たな

参入は認められないということである。同時

に，供給を停止して，事業から撤退するのに

も政府の許可が必要である。これは，事実

上，既存の電力会社に地域的な独占的供給権

を認めたものである。

　これらの規制は，民間企業の自由な経済活

動を原則とする市場の競争原理とは，かけは
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なれた厳しいものである。それではなぜ，電

気事業にたいしては，政府によるこのような

規制が行われているのだろうか。このような

規制には，どのような根拠があるのだろうか。

それを議論するためには，電力事業の産業と

しての特性に注目しなければならない。

3．なぜ規制されているか

　競争がなければ市場機構は，うまく機能し

ない。しかしながら，競争のメカニズムが機

能するためには，企業を取り巻く環境がどの

ようなものであるかが大切である。ここで

は，特に産業の費川条件に注目しよう。

　生産量単位当りの費用を，平均費用と呼ぶ。

平均費用が，生産量の増加とともに逓減する

とき，その産業の生産には「規模の利益」が

あるといわれる。第1図では，縦軸に費用

が，横軸には生産量がとられている。曲線A

Cは，平均費用を表す曲線である。それが右

ドがりなのは，生産に規模の利益があること

を示している。

　規模の利益の著しい産業では，ある生産量

を生産するのに，複数の供給者が平行して供

給するよりも，単一の供給者が，単独に供給

する方が，生産の単位当り費用はすくなくて

すむ。例えば，同図でq°の生産量を単独で供

AdipO

費
用

給するときの平均費用はA。であるが，それを

二つの企業が，半分ずつ分割して供給する場

合の平均費用はB。であり，単独企業による供

給の場合よりも，費用は高くなる。即ち，同

じ生産に対して投下される投入は，単独企業

による供給の場合の方が少なくて済むのであ

るから，経済全体の効率性の観点からは，多

数企業による供給よりも単独企業による供給

の方が望ましい（脚注2）。他方，市場経済に

おける競争のメカニズムというのは，多くの

供給者が，市場の総需要量の一部ずつを分割

して供給する時に，社会的に望ましい結果が

得られるということである。したがって，規

模の利益を伴うような費用条件を持つ産業に

は，市場機構とは相容れない部分があるとい

うことは，容易に推測できよう。それでは，

規模の利益が著しい産業での競争は，どのよ

うな状況を呈するのだろうか。

　比較のために，規模の利益が，あまり働か

ないようなケースから考えてみる。この時の

代表的企業の平均費用曲線が，第2図に描か

れている。平均費用が最低になるような生産

量が，市場規模に比べて十分に小さいとする

と，各供給者は，それを越えて，規模を拡大

しようという誘因を持たない。産業には，市

場支配力を持たない，無数に多くの供給者が

　　　　　　いて，各供給者は，市場価格を

　　　　　　見ながら，それを与件として，

　　AC　　　自らの供給量を決めるだろう。

　　　　　　市場で総需要と総供給が一致す

　　　　　　るような価格があって，各供給

　　　　　　者は，その価格を与件として行

　　　　　　動する。

・　・°／2　q°生産量　0

　　第1図 第2図

生産量 　これに対して，第1図のよう

に，規模の利益が，市場の規模
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に比べて相対的に大きく働く場合には，少し

でも多くの供給を行う供給者は，他の供給者

に対して費川面で優位にたつことができる。

1司じ市場で取引される生産物については，供

給者の問で，品質や付随するサービスなどの

1白1で差がなく（製品の差別化がないといわれ

る），競争は価格についてだけ行われると考

えると，生産規模の拡大は，競争に勝ち，市

場で生き残るための必須用件である。

　第1図のD（p）は，各料金水準のもとでの市

場の総需要最をあらわしている。市場の総需

要曲線と産業の費用曲線との関係が図のよう

な位置関係にあったとしよう。一つの企業が

既に市場に存在していて，供給活動を行って

いるとする。その企業が，p°の料金で，　q°の

供給量を供給している場合には，企業は，市

場の需要をすべて満たしていて，かつ，超過

利潤を得ていない。

　このような状況の下では，同じ生産環境

（費用条件）を持った他の企業が，新たに参

人できる余地は少ない。参入企業が，既存の

企業の生産物価格pよりも低い価格をつけて

参入しようとしても，その場には，利潤はマ

イナスになってしまう。もっとも，潜在的参

人企業が実際に参入するかどうかは，参入後

に既存企業がとる行動についての，参入企業

の予想にもよる（生産物の差別化がないと想

定されていることに注意）。相手を組し易し

とみれば，強引に参入を図ってくるかも知れ

ない。しかしながら，第1図のような状況で

は，参入の余地はないと考えるのが自然だろ

う。

　これに対して，新たな地域（市場）に，供

給を始める場合には，事情は異なってくる。

この時には，企業の間で，設備投資の競争が

おこなわれ，社会的に望ましい水準に比較し

て，設備が過剰になることが指摘されている。

戦前のわが国の電気事業や，米国の鉄道事業

などのように，規模の利益の大きい産業で

は，参入規制が行われずに，企業間の自由な

競争が展開されると，産業全体の設備能力

が，市場の需要規模に比較して過大になりが

ちであり，そのときには，企業間で激しい価

格の引き下げ競争が行われた。

　このような競争の結果としては，大きく二

つのケースが考えられる。ひとつは，共倒れ

になるケースである。両方の供給者とも，互

いに譲らず，供給を実行すると，供給量は市

場の需要を超過し，値引き競争が展開され，

その結果，いずれの企業も損失を被ってしま

う（この時，競争は破滅的であるといわれ

る）。この場合に供給が続行されているとす

るならば，その可能性としては，結局，ひと

っの企業だけ生き残って，市場が独占化する

状況だろう。

　もう一つの可能性として，両方の企業が協

調し，市場を分割して供給する場合である。

この時には，独占禁止法で禁じられている価

格力ルテルなどの，協調的寡占と呼ばれてい

る状況が現れる可能性があり，規模の利益の

著しい場合には，消費者は，独占的な供給の

場合以上に，高い料金と少ない供給量を強い

られることもありうる。需要者は，破滅的競

争の時と同じように，不便を被ることになる

だろう。

　規模の利益の著しい産業で，企業間の競争

がどのように展開するかについて，一般的に

議論することはできない。しかし，上で述べ

た規模の利益の小さい場合に，競争によって

企業も消費者も満足し，社会的にも望ましい
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予定調和的な状況が実現されるのと比較し

て，規模の利益の著しい産業での競争は，か

なり異なった様相を1葦けることは，推測でき

るだろう。

　第1図は，こうした展開を経て，市場が独

占化した状態を表している。競争相手の全く

いない独占的供給の市場では，第1に，生産

物の価格は高くなり，供給量は少なくなると

考えられる。第1図で，料金はp°よりも高く

なり，それにともない供給量は，需要曲線に

添って減少する。第2に，費用を最小化する

努力が，不十分になる恐れがある。この後者

のような行動にともなう生産の非効率は，X

　非効率とよばれているが，X一非効率があ

ると，費用曲線はよりL方に位置する。伝統

的な議論では，生産に規模の利益がある場合

には避け難いこのような結果を是正し，独占

の弊害を除去するために，政府による規制が

必要であると考えられているのである。

4．規制は不必要か

　このような規制の根拠にたいして，全く新

しい視点から，規制が不必要であることを主

張するのが，競合可能性市場の理論である。

それによると，第1図のような規模の利益が

大きい産業でも，規模の利益が小さい場合と

同じく，料金の規制も参入の規制も必要な

く，すべての規制を廃して，市場の潜在的競

争に任せておけば，社会的に望ましい状況が

達成され，前に述べたような独占的供給に伴

う問題は起こらないと主張される。参入を自

由にしておけば，既存企業と潜在的参入企業

との間で，潜在的競争が展開され，その結

果，既存企業は，独占にあぐらをかいて価格

を高くしたり，供給を抑制したり，また費用

面での無駄を看過したりするような独占的行

動はとれないというわけである。X一非効率

があるような経営ではより効率的に供給を行

う供給者が現れ，低い価格で，参入の動きを

みせるだろうから，費川最小化の努力も行わ

れると主張される。

　この理論は，通説とは異なった，革新的な

内容を含んでいる。従来の議論では，規模の

利益があまり大きくないような産業では，市

場に任せておけば，競争のメカニズムが働い

て，おのずと社会的に望ましい状態が達成さ

れるが，規模の利益の著しい産業では，競争

のメカニズムに委ねると，競争の過程で，破

滅的競争などの混乱が発生して供給が不安定

化したり，また，市場が落ち着いたときに

は，独占になっていたり，協調的壕占になっ

たりで，いずれにしても，国民経済的に望ま

しい状況であるとは言えない，ということで

あった。そのため，政府が市場に介入して，

企業を規制・監督し，市場の機能を補完する

ことが求められたのである。それに対して，

この議論では，規模の利益が著しくて，市場

には独占的な供給者しかいなくても，潜在的

な競争が行われるように環境が整備されてい

れば，それを規制する必要はないというので

ある。

　1970年代の後半に人って，米国で，航空事

業や電話・通信事業などをはじめとして，公

益事業の規制の緩和が実施されてきた背景に

は，このような理論的な裏付けがあった。し

かしながら，この議論には注意すべきいくつ

かの事柄があり，それを無視して，規模の利

益が著しい産業についての，規制緩和の理論

的根拠が与えられていると考えるのは，早計

である。第1の問題は，議論の前提である。

19一



　この議論のもっとも重要な前提は，参入と

撤退の自由である。参入の自由というのは，

新しい企業が参入するときには，参入障壁が

なく，参入企業は既存企業と同じ条件で競争

できるということである。撤退の自由という

のは，産業から撤退するときには，事業に投

下した資本は，すべて回収できるということ

である（このような条件を満たす市場は，競

合口∫能市場と呼ばれる）。言い替えれば，固

定的な費用があっても，それは埋没費用では

ないということである。もし撤退時に回収不

能な埋没費用があれば，この前提はみたされ

ない。実際には，規模の利益の大きい産業

は，概して大きな固定設備を必要とする産業

であり，その中の埋没費用は無視できない。

また，一つの産業に，大規模に参入しようと

思えば，政府の参入規制はなくても，いろい

ろな参入障壁のあることは，明白な事実であ

る。

　第2に，潜在的競争の圧力が，うまく働い

たとしても，それが望ましい結果をもたらす

ケースは，きわめて限られるということが知

られている。市場の競争に任せておくと，供

給が不十分で，需要したくても十分には需要

できない需要者が現れたり，また，需要者に

よっては，他の需要者よりも高い価格を払わ

なければ需要できないような状況になったり

する恐れが指摘されている。最初に述べたよ

うに，供給者の供給義務と需要者の弟別的取

扱の禁iLは，公益事業における規制の重要な

部分であるから，それが市場の競争メカニズ

ムで達成できないということは，公益事業の

規制を撤廃して，市場機構にまかせてしまう

ことの限界を表しているといえよう。

5．電力会社の経営努力

　しかしながら，このことは，どのような参

入にたいしても，それを規制することが望ま

しいということを主張しているわけではない。

これまでの議論では，企業は，すべて同じ生

産の条件を持っていると想定されていた。し

かしながら，同じようなサービスが，別の方

法によって供給されるということが，技術進

歩に伴って起こってくる。例えば，鉄道によ

る旅客や貨物の大量輸送にたいする自家用車

やトラック輸送の関係，電気会社にたいする

熱電併合供給（コ・ジェネレーション）や自

家発電システムなどの関係である。国鉄の旅

客輸送や貨物輸送が，昭和30年代の半ばま

で，市場の約半分のシェアーを占めていたの

に，それが，その後急激に低下し，特に貨物

については，昭和50年代の後半には，市場か

らの撤退と同様の措置をとらざるをえない状

態に追い込まれたのは，自家用車との競争に

破れたからであった。電力の場合には，熱電

併合供給システムが，鉄道にたいする自家川

車に対応する恐れがある。このような状況

は，どのように評価すべきなのだろうか。

　第3図は，このような場合の競争につい

て，図示したものである（脚注3）。ACは電

力会社の平均費用曲線をあらわし，D（p）は市

場の需要曲線を表している。Sは，冠力料金

と熱電併合供給量の問の関係をあらわしてい

る。ただし，ここには，熱電併合供給システ

ムだけでなく，限られた地域に電気を供給す

る小規模発電システムも含まれると解釈でき

る。この関係が，右一ヒがりになっているとい

うことは，電力料金が高くなるほど，熱電併

合供給システムの採川が増加することを意味
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している。熱電併合供給システムを考慮にい

れた場合の，電力費

　　　　　　　　　用会社にたいする電

力の需要曲線は，

市場需要曲線か
　　　　　　　　　po一ら，熱電併合供給

システムの供給量

を差し引いた，

D（p）－Sとなる。電o　s°

力料金がp°の時に

　　　q・　生産量

第3図

は，電力の総店、要量q°であり，その内，qb－S°

1が電力会社によって供給され，S°が熱電併

合供給によって供給されることになる。

　熱電併合供給システムによる供給量が増加

して，曲線Sが右方向にシフトすると，電力

会社の電力に対する需要は減少し，D－Sは，

左に移動する。その結果，極端な場合には，

竃力会社は，正常な利潤を維持しながら，供

給を続けることはできなくなり，市場からの

撤退を余儀なくされる。

　図から，直ちに理解できるように，このよ

うな競争に企業が対処する方法としては，平

凡だが，第1に，電力会社が需要の拡大に努

め，熱電併合供給システムの供給曲線が，右

方向にシフトする以上に，D（p）を右方向にシ

フトさせることであり，第2に，平均費用曲

線を下方にシフトさせるように，費用削減の

努力をすることである。

　このような，異なった技術で参入が行われ

る易合には，そうした供給者から電力会社を

保護して，参入を禁止するのが社会的に望ま

しいという議論は，成立しない。この場合に

は，電力会社は自らの努力で，競争状態に対

処することが求められる。

6．規制緩和は万能か

　以上のように，規制の緩和は，常に望まし

い結果を国民にもたらすとはかぎらない。特

に，大きな固定設備が必要な産業では，既存

の企業は潜在的参入企業の機先を制し，参入

を阻止する目的で，設備規模を拡大しようと

する動機を持つと考えられる。そのため，こ

のような市場をおける競争は，社会的に望ま

しい状態に比較して，企業による過大な設備

投資を招くことが指摘されている。他方，航

空やトラック輸送など，近年，規制の緩和が

実施されている産業でも，無規制の競争は，

社会的に望ましい状態をもたらさない恐れの

あることが指摘されている。例えば，価格面

での競争とサービスの質（例えば，飛行機の

運行回数）の競争が展開されている国内航空

事業において，無規制の競争は社会的に望ま

しい水準に比較して，価格はたかくなり，運

行便数は過大になることが指摘されている。

規制の緩和は，万能ではなく，また十把ひと

からげに議論できるものでもない。それぞれ

の産業の特性に十分に注意し，それぞれに見

合った政策を実施しないと，逆に，国民に不

便な思いをさせることになりかねない。

脚注1　公共部門の本来の役割については，拙著「公共

　　　経済一社会資本の理論と政策」（東洋経済新報

　　　社）を参照されたい。

脚注2　ある量の生産を，複数の企業が分割して行うよ

　　　りも，単一の企業が行う方が，費用がすくなく

　　　て済むという状況は，平均費用が逓減していな

　　　くても成立する。平均費用の逓減は，その一つ

　　　のケースである。ここでは，最も簡単なケース

　　　に議論を限定したが，より一般的なケースにつ

　　　いては，前掲の拙著を参照されたい。

脚注3　出所については，前掲の拙著を参照されたい。

　　　　　　　　【（財）中部産政研研究員】
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データ

1 規制緩和とは何か

　第2次大戦後，日本の復興の為に政府・行政の諸規制・しくみが作られ，40数年経た現

在，経済大国となった日本に，それがそぐわなくなってきている。民間の自由な活動を推

進し，海外からの門戸開放を望む声に応える意味から，公的な規制を緩和しようとするも

ので，S60年4月のNTTの民営化・電信・電話の独占排除は1つの例である。

　今回は，昭和63年12月に新行革審が取りまとめた「公的規制の緩和等に関する答申」を

中心に解説する。

皿 どんな規制が存在するのか

経済的規制…政府が個々の産業への参入者の資格，数や生産量，価格等を直接規制し，

　　　　　産業の健全な発展と消費者の利益を守るもので，電気・ガス，金融，運

　　　　　輸，通信，農林水産業など公益事業，非製造業に多い。

社会的規制…商品，サービスの質やその提供に伴う各種の活動に制限を加え，国民の生

　　　　　命や財産を守り，公共の福祉の増進に寄与するもので，各種検査制度，資

　　　　　格卸度，外国人就労規制などがある。　　　一．　　　　　　　　　t－

※こうした目的，役割がズレてきており，規制緩和の動きとなっている。

〈各省庁の許認可等事項数〉

全

体

運
輸
省

通
産
省

農
水
省

大
蔵
省

厚
生
省

　
省
庁

そ
の
他

ようせい出版
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皿　個別分野と規制緩和の体系 一新行革審提言よりの整理一

規制緩和は，何が背景で，何を目的として

　　　　　　　　　　　　どんな分野が対象となっているのか

⇒は強い関連を意味する

背景

イ．第2次大戦直後の規制・しくみが現状や将来に

　　マッチしなくなった

　・民間の経済力が向上

　・消費者・国民の行動様式・要望が多元化

　・国際社会の一員としての役割増
口．公的規制の本来の［亘璽］が変った

・医翻→躰において物は余ってし・る

・ 匝亟璽→錠は
　しているが高い。

。 国内産業の育成→育

　　成が過保護になり生産

　　性向上阻害

ハ．諸外国の要請・圧力

　・農産物ガット，牛肉・

　　オレンジ，関西空港入

　　札etc．

目 的

流通

・ 流通の合理化・効率化＝輸入総

　代理店制度，販売店系列化，返

　品制，メーカー希望小売価格制

　etc．

・ 大規模小売店舗

・酒類小売販売業

　　　　　　・たばこ小売販売業

①国民生活の質的向上

。 物価…内外価格差の縮小

・生活の利便性の向上

②産業構造の転換

情報通信
。 電気通信事業

　（NTTのあり方）

・ 電波

・ 市場（競争）原理の導入

及び産業活力の維持・増進

・ 人や情報の交流活発化

③国際的調和

・市場アクセス（参入権）の改善

金融

・金利規制

　郵便貯金の見直し

e 市場規制

。 業務規制

。 金融機関の経営健全化等

・ 塩専売制

・ 医薬品等販売業

・ 景品規制

・ 再販売価格維持制度

・ 割賦販売法

古物営業の許可

　etc．

エネルギー

・ 石油産業

・ 揮発油販売業

・ 電気・ガス事業

・LPG販売業

二＝一ビジネス・その他

・ 自動車リース業　・労働者派遣事業

・小包運送事業　　・一リゾート開発

・ 航空運賃　　　　・郵便料金　etc．

物流

・トラック事業

・運送取扱事業

・車輌・走行規制

・海上運送事業

・ 港湾運送事業

・倉庫事業

農産物

・食料管理制度

　ア．米穀流通規制

　イ．米・麦価

・農産物価格制度

・農業生産資材等

　（農協のあり方）
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IV　物価で観る規制緩和

　規制は，多くの分野で存在し，1つ1つが目的をもち，個別の事情があり，一律に論じ

られない。ここでは，身近な，物価について，事例をとりあげ解説する。

〈物価に関する政府規制の例〉

項　　　　目 規制の目的 規　制　の　方　法

　w米 ◎安定供給の確保 　　　　　　　　　　　　　　　　　　一・ 需給調整…政府米，自主流通米を通ずる一

§
、（食糧管理

　　法）

＠生産者，消費者に対する

　価格の安定

需給調整　　　　　　　　　　　　∴　　　　　　　w店（米穀管理に関する基本計画，予約限度毒

農 ◎生産者に鮒する生産費所 数量舗）

得補償 ・ 管理緬格制度…政府買入緬格による政府

　　　　　　　　　

ゆ消費者家註の安定 米買入と政府売渡緬格による売渡し
・

楡入制限（国家貿易）…政鰹が輸入する｝ことはできるが，基本的には国内産で自

給する方針

L 塵溶 ◎国産牛肉傭格の安定 ・ 安定価楕制度…安定上位緬絡と安定基準
物 ζ畜産物の ◎畜産の振興，国民の彙生 価格め中に市場価格を安定させるための

価格安定 活の改善 　　　　　　　　　　　　　　　　　…畜産振興事業団による牛肉の需給操作
等に関す ◎安定供給の確保 ・輸入割当…主として畜産振興事業団によ

厚　　　　　　点

．る法律）．
》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　w　　一

る檎入　　ド　　　　．　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　凸

工 電力 ◎電気の使用車の利益保護 ・ 価格規制…料金の認可制
ネ （電気事業 ◎電気事業者の健全な発達 （公聴会の開催）

ノレ 法） ◎公共の安全と公害防止・ ・ 参入規制…許可制
ギ 安全供給，独占利潤の排
1 除

運
航空
（航空法）

◎航空事業の秩序確立
◎安全で安定した良質な輸

・ 価格規制…許可制
　（路線ごとに基本運賃，割引運賃等を認

輸
送サービスの提供・鉄道，

バスと同じ

　可）
・ 参入規制…免許制（路線ごと）

た

ば

こ

たばこ

（たばこ事

　業法）

◎事業の健全な発展
◎小売販売業者の保護

・ 価格規制…小売定価の認可制（当分の間）
・ 参入規制…製造たばこの製造独占
　　　　　小売販売業の許可制
　　　　　　　（当分の間）

酒 酒類 ◎酒税の確保，保全 ・ 価格規制…酒税保全のための基準販売価
◎酒類業界の安定 格の設定

類 ・ 参入規制…製造及び販売の免許制
闇 ㌍“窟　　　　　円　　　一＿

流適
、耳 F　口　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　昌　　　　　　　　　　　　　　　闇

⑨消費者利益の保護に酷慮
恥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　悼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　阿　w　闇

①届出制〔第一種，第二種大規規模小売w

流
（大規模小

売店舗法）

◎周辺中小小市業の事業活
　動の機会を適正に確保

　　店〕

②周辺中小小売業者との偲鋼調整
◎小売業の正常な発展 〈調整項目〉

通
： ・ 開鷹翔（の繰り下げ），店舗面積（の削減》，，

閉店時間（の繰り上げ），休業日数（の増
加）
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1．国内の視点から（国内で物を買う場合）

物価の例
価　　　　　格 備　　　考

》と勿　米
蜷（コシヒカリ　　10Kg） 6，200円～5，300円

●標準米　10Kg

3，460～3，680円

凸・鵯キー特級」■圃　　　（S社）

2，980円～2，380円
●3／31までは

2，980円が3，570円

国産

力ラーフィルム

24枚（F社）

550円～　370円

●3／31までは，550円が580円●逆輸入品360円

但し，36枚撮り

　　　’89／3東京

USA製
ボールペン

　（C社）

10，000円～6，000円
●表示定価は全て

　　　10，000円

注1．価格の左側は，定価に近く，右側は，ディスカウソト価格でもっと安いところもあると思われる
　2．調査は，東京・愛知で実施し，’89／2～3月の調査をべ一スに4／1以降に再調査した
　3．価格は，外税方式の為，実際の購入価格は，3％を乗じたもの。但しフィルム550円は，内税価格

1 t 隈 ＝流通は極めて複雑

例示一国内産牛肉の流通

ま一般誘　生瀦

安い価格
の経営

市場　　　仲買　　　問屋　　　　2次問屋　　　卸売業者 小売店　　　消費者

直接購入一現地で脱骨作業
　　　　　　会書妻澱加工

脱骨　ハムヴーセ
作業　ジメーカー

輸　送

鍮雛髭1野留轟
送できる

　この場合，中間の業者をなくすこと，部分肉による輸送効率の向上，中間倉庫排除など，

流通経費を下げる努力をし，店頭価格を安くしている。

　但し前提として，その店が，大量にさばく市場，力を持っていることが条件。また，長年

の卸一小売のつき合い，更に卸が小売店の危険を負担している（在庫倉庫，金利負担，物流

経費など）点から中小・零細小売店が全て同様のシステムをとれるわけではない。1例で示

したが，安く価格を設定している小売店は，流通の多段階を省いている。
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2 ’ 鴫
」
」

日本の流通業（卸・小売業）の推移 ＝ 国際比較＝

＼ 昭35年 昭51年 昭60年 ＼
＼

＼　　、 （量85）

　日

（’82）

米

（’82）

英

（’83）

仏

（’79）

独

卸

年間販売額（兆円）

商店数（千店）
従業員数（千人）

　18
226

1，928

　222
340

3，513

l
l
l
3
，
9
9
8

人口1万人当り

店　　　　数
34店 16 19 14 19

卸
1店　当　り
従業　員　数

9，7人
一 一 一 一

小
　
　
売

年間販売額（兆円）

商店数（千店）
従業者数（1千人）

　4
1，銘8

3，489

　56
1，614

5、闘0

　102
1，629

6，329

人ロ1万人当り

店　　　　数
134店 83 63 75 67小

売
1店　当　り
従業　員　数

3．9人 7．5 6．5 3．9 5．9

｛レ小売店の状況

従業員 商　店　数 従業者数
1人当り販売額
　（10万円）

1～4人 82．8％（51．2％） 45．7％（8．0％） 110
一 参考一

　製造業
1事業所当り

　15．3人
5～49人 16．8％（44．1％） 42。3％（38．4％） 145

50人以1二 0．4％（4．7％） 12．0％（53．6％） 273

（）内は，製造業の値

　以上，卸・小売業従業者は，約1，100万人おり，とりわけ小売業は1店当り3．9人と，いわ

ゆるパパ・ママストアーが主流を占め，国際比較の中でもその零細性がわかる。この中に

　　　　　　　　のは，たばこ（約27万店），薬局（約3．6万店）など，公的規制で，個別化しているものも含ま

れる。

　最近の状況でみると，大型店の伸びなどから昭和57年から昭和60年の3年間で，年間販売

額は，伸びているが卸・小売合計で，商店数で約9万店，従業者数で約13万人減少してお

り，流通の効率化の方向とみることができるか，またその変化の影響をおさえながら今後の

展望をたてる必要がある。流通問題を考える場合，この零細性という実態も忘れてはならない。

3　　圭ま’：≡ ♂　・r

　地域で1店舗の場合，価格は下方硬直的であるが，複数店とりわけ，大店舗が存在すると，

価格は，市場原理が働き消費者にとって安い値段になる。

　昨今，大規模小売店舗法（大店法）が問題視されている。（大店法の，概要はP24参照）同法

は，小売店の新規出店を制限するもので，昭和54年の法改正を境に，それまでの出店届出件数

年間347店が187店と半減し，価格ダウンの動きがストップしたともいわれる。

　最近，U．S．A・ECから，輸入促進の観点から，外国製品を扱う大型店の出店を求める動

きも踏えその運用基準の見直しが検討されている。
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●大店法による大型店出店までの流れ（概略）

の

務

者店
出
義

　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　i　　　　　　　　　4ヵ月以内（4ヵ月の延長可能）一一→i

期間の目安一　　i　，力膚以上5ヵ月以上　　　　　i

※商調協＝商業活動調整協議会のことで，学識経験者，商店経営者，消費者代表，行政の四者構成。審議の結論は，お

　　　　おむね8カ月で結論を出す旨のガイドゾーンあり。

地元への
事
前
説
明
　
‘ →

建物設置1の届出 営業開始

の届出
一

、

一園コ
F

一大
臣
審
議
会
一

一大
臣
勧
告
一

ア
臣
命
全

再

亙
！
…
…

　　　　　　…
1事前商劃……1正式醐

商工会の意見
→ → → 一→

●大店法運用のヒズミ　　　　　　ー一　　　　　　　　　　　　　　　　　』　』・

例）①。出店説明から審議終了までに8年間かかり，その間，正式会合は400余回＋非公弐会合

　　　　で無制限に近い時間を要する。

　　　°器鞭蔑巖欝1ミ1年闘1’5°°万円㈱2卿余分

　　②　出店反対の急先峰者がテナントとして，良い条件で出店を条件に，1夜にして賛成。

　　③ある地域ではtt商調協の商店側委員（5人必要）を出さずに審議させない。　etご

　国内の視点から，同じ品物の小売店による値段の違いを観たが，最近では，円高，NIES製

品伸長などから，輸入品及び逆輸入品が国内で流通しており，流通（形態やルート）及び値

段は，複雑多岐にわたっている。

　また，消費者の購買行動も装飾品や耐久財は，高くても良い物をといった“本モノ志向”

であり，一方で日用品・消耗品は安い物を，と多様化している。更に女性の社会進出などに

伴う変化も顕著であり，外食産業，24時間営業店の伸長は進んでいる。こうしたことから流

通改革が必然的に要求されており，流通における，規制緩和も重要視されている。

　21世紀流通フォーラムの提言「豊かさの構築・流通産業」（昭和62年10月）では，「流通の

多段階性，複雑性あるいは，零細性が物価を高くしている，という認識は，十分な理解の不

足であり，的を得たものではない」と海外からの批判をかわしながらも，r旧来の流通という

観念にとどまらず，製造業，サービス業との融業化をすすめる」ことの必要性など多面的な

取り組みへの提言を行っている。そして，「魅力ある職場とする為に・雇用の創出への貢献」

の中で「流通産業は，情報化，組織化の進展により，必ずしも雇用吸収の余地は大きくない

が，生活創造産業への展開や生活時間帯変化への対応により，多様な雇用機会の創出が可能

である」としている。
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2．国際的な視点から

・「ビ・クマ・ク」購買力平価（鱗蕩学鰍の）

日本 西独

296円

「ビックマック」購買力平価は英「エコノミスト」誌

が各国のビックマヅク価格を88年3月末時点で調べた

公表データから，円換算して算出。韓国は9月時点の

三井銀行調査　　　　　　　　日経ビジネス88．11．7号

米国

273円

英国

L
　
　
　
F
円
0
7
2

韓国

9
醜

ニューヨーク ハンブルグ ロンドン パ リ

項　目 単位
東京

換算 価格 換算 価格 換算 価格 換算 価格
（円） 価格 価格 価格 価格

（円） 比 （円） 比 （円） 比 （円） 比

食　パ　ン 1㎏ 371 293 79 351 95 238 64 282 76

牛　　　肉 1009 354 141 40 183 52 252 7
1

190 54

豚　　　肉 100g 146 96 66 127 87 95 65 104 71

鶏　　　肉 100g 104 61 59 43 41 56 54 83 80

鶏　　　卵 1㎏ 254 180 71 345 136 330 130 339 133

ソーセージ 100g 141 133 94 127 90 131 93 88 62

キャベツ 1㎏ 226 106 47 79 35 204 90 158 70

たまねぎ 1㎏ 144 104 72 159 110 231 160 158 110

ノく　ナ　　ナ 1㎏ 229 106 46 200 87 299 131 329 144

砂　　　糖 1㎏ 257 158 61 156 61 148 58 153 60

食　用　油 700g 341 279 82 298 87 352 103 202 59

・ 食料品小売価格の国際比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く注＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．東京の小売価格は総務庁統計局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「小売物価統計調査」，その他の都

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市については世界主要都市の小売価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　格調査〔食料品は，日本貿易振興会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査（当該都市のスーパーマーケヅ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トにおける事例調査），その他の品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目は経済企画庁委託調査（日本貿易

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　振興会調べ）〕による、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．調査時点は，食料品が62年10月，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そ自他の品目は63年1月である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．円換算は調査時点の各国レートに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．価格比は，東京＝100としたもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．品質，企画等が必ずしも一致しな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いこと，サンプル数が限られている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことなどから単純比較はできない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈出典〉経済企画庁「物価レポート

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’88」

　　世界共通の企画で食することのできるM社のハンバーグを1つの尺度として取りあげた

　が，やはり日本の物価が高い（特に食料品）ことが，差となっている。（もちろん他に，人件

　費，流通コストも原因と思われる。）

何故差があるのか。

①　工業面では自由化が進んでいるが，農産物は，輸入規制があり，

　　レートに反映できない。

世界の安さがスト

②日本の生産コスト自体が高い。

③必要以上の農作物に対する保護が生産性向上を阻んでいる。

●　他に人件費，流通コスト他。

以下主な点として農産物輸入規制，食管制度，生産コストについて解説する。
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1 7「

①　農業，林業，水産業に従事する者あるいはその産業の保護育成の為に「食料管理法」，

　「外国為替及び外国貿易貿易管理法」で輸入禁止，制限を行っている。

②　規制緩和の最近の状況は’87年12月　ガヅト裁定　農産品12品目の自由化。’88年6月

　　日米牛肉・オレンジ交渉’91年4月より自由化。

③　残る規制品目は，ガヅト国家貿易品　米・麦・バター一　9品目と，生鮮魚，帆立貝，い

　かなど残存輸入鋼限品目8品目となりつつある。

どんな仕組みになっているのか。～輸入牛肉の場合～

①流通ルート

海
外
生
産
者
一
“

輸
・
商
社
謝

・輪入牛肉21．41it

。 国内牛肉47．6

・S62年度の

消費量は約

68万t

畜産振興

誇業団趨
17．5

一

問
枠

　
易

民
貿

特別枠

1．9

イ・リ卿一団餉競醐腿嚇業者1ト食肉小売店

スーパー
　　　　一」

う

・隙購雑ト 麟　1ヒ
一

消
費

聖
辟全国規模の流通 樋蝋h↓

聯争入札一ト→加工・瀬者騰 魑麓馨一ト
（29団体）

→一湘売ザ1 締離入牛額売唐総ト

刊全鷲騰’…一セージ飴ll
者

≧

一

2．0　　ホテル，学校給食，沖縄，大使官etc
出典：朝日新聞’89．3．7

　：屋山氏等による。

②　価格は一米国産冷凍肩肉1キロー

國＋　ll・一匝］＋IL・一匝］＋器1－［画
　（注）1．畜産事業団枠のルートに基づく価格　　　3．現地出荷価格は推定

　　　　2．消費者価格はS62年4月～12月の平均　　4．出典

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「これで生き返る日本農業」・屋山太郎氏著

③畜産振興事業団の調整金の使途（62年度，累計差益1，000億円）

　　畜産の生産性向上，合理化，食肉流通緊急整備事業etc．

④　今後牛肉は，日米牛肉・オレンジ交渉で，’91．4．1日以降自由化となる。

　・数量規制から，関税規制へ（輸入枠㊨→なしへ，関税25％→70％（当初）から50％へ）

　・畜産振興事業団の介入なし

　輸入規制の緩和が序々に進行しつつあり，今年より，オレンジ農家に転作奨励が始まって

いる。また，食料農産物総合自給率70％（61年度）と下った現在，一部では，“日本の生命

線を放棄するな”という論議もありしっかりとした展望をもつ必要がある。
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2　　言
匪三 ：： 全

r
∈．

　食糧管理法（昭和17年制定）をそのルーツとしており，政府米自主流通米の数量調整i，

輸出入の許可，集荷・販売の責任制などによる数量の安定そして政府買入価格制，政府売

渡価格制などによる価格面での安定を意図している。そしてこの制度の財政面での裏づけ

1が，食糧管理特別会計（食管会計）であり，米，麦，でん粉，輸入飼料等の買入れ及び売

1渡しを管理するものである。

1以前，政府の赤字（お荷物）として“3K”が話題となったが，国鉄，健康保険，コメ

［（二館会計）のことであり潤鉄がJR眠営化され漣保の税制改正・欄1き上げ

1一がされた今，残るのが食管会計である。

食管会計とは，

①　予算でみる規模＝米が圧倒的

　　国内米管理勘定2兆348億円

輸入食料　〃

国内麦　”

輸入飼料勘定

農産物等安定勘定

米の歳出内訳

5・892億5

2，714億円

1，763億円

　43億円

②

・ 農家に支払う費用6，976億円

・ 国内米管理費　　　2，259億円

　1－…右記図のうち⇒における輸送

　費，保管費など

③食管赤字は減少はしている。

　米の買売価格の逆ザヤがS62年以

降順ザヤになった為であるが，管理

費を含めたコストは以然1俵（60

kg）3千円強の赤字

oコメ流通の基本的なしくみ

一 次集荷
業　　　者

5
，
1
7
6
業
者
1

一→

ゴ

一『 二次集荷可　　　　1－一一一争業　　　者

　　99業者1■ゆ

一一　　一　　　　　一

全国集荷
団　　　体

　　2法人
一
■

生

産
者
2
5
5
万
戸
稲
「
1

費伸謡麓仁
卸売業者』■政府

1

“
280業者

、

→自主流通来417万トン

o米価の推移
玄米60kg
当りの価格

　（円）
　1万9千

1万8千

1万7千

1万6千

1千5千

約17，200

⇒政府米250万トン

約15．400M

　S．53

18，668円

18．59δド］

一
は政府亮渡価協〔（消痩者米価）

　全国平均新米・白米平均値
　但し平成元年2月以降は新米価格

17，860円

16，748円

58596°616263馨
　以上，コメ生産者保護育成と消費者に対する安定供給をねらいとした食管制度であるがS

40から始まった過剰米を契機に食管赤字が膨れ上り，S44年には，政府米オンリーから，市1

場メカニズムを基本とする自主流通米が導入され，今日に至っておりP25のコシヒカリと標

準米との差になっている。

　消費者は品質，味がよければ高くても買う。むやみにコントロールすることなく，競争原

理の導入も必要である。ただ標準米自体が国際的に高いことも是正が求められる。　　　　1
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～一例で解説～

（1）生産規模が小さすぎ割高

巨］平均辮面積約・・6・・／1農家釦⇒：皇鵜黙篤fha

　　　　　※一説によると5ha規模農家の平均コストは，0。5ha規模の1／2程度

L肉　4三，平均育牛数　約10頭／1農家　　細■ゆ　北海道のみ約52頭／1農家

（2）作り方による差（海外比較）

一

　　　日　　　　本 外　　　国 備　　　考

素（元）牛
（和　　牛）

30～50万／1頭

（ホルスタイン牡）

20数万円

5万円着o万円 ※10万円の素牛を輸入

　しても13～4万円

飼育期間 約鋭ヵ月 18カ月 15～6ヵ月
o肉牛は，14～5ヵ月をす

ぎるとそれ程肥えない。

飼料代
（指数）

100（農協系）　　　　　　　　疑 ※・・一・・騨鵜 ※但し，輸入飼料をべ一

　スとしている。

　　　　　飼料代は，肉牛生産コストの30～40％を占める。日本の牛肉は，和牛が30％流通している。

（3）消費者の嗜好，要求

　生＿肉1しもふり肉が良い　14～5カ月過ぎると肉牛の増体率が落ちるが，霜ふりを作る

　　　　　　　　　　　　　　為に飼育期間を伸ばす→コスト増

巫諜難〕育成管理に手間暇をかける・曲つたものは選別一・ス・増

●その他　農機具費もコストの大きな要素

　以上，国際的に観て割高な農産物の状況を，牛肉，コメを中心に触れたが，共通して云え

ることは，生産者に対する保護が存在することであり，各種補助金，支持価格制度（現在の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，コストをそのまま価格に折り込む制度，あるいは，補填するしくみ）などの結果，生産性向

上の努力が不足したと云われている（他にも要因はある）。

　これからの課題は，①国際化時代にふさわしい農業政策の推進②価格政策についても市場

メカニズムを一層活用する（61．4．前川レポート）ことであり，国際的に通用する価格へ

の努力，多角化や品質向上の努力であるとされている。

　補助，育成も必要であるが，目的に合わない方法（例えば，過剰米対策として全水田の30

数％の減反と転作奨励金を農家の規模，経営状態（専業・兼業）にかかわらず一律に行うこ

と）では，農業を志す若者が夢を託せる，自立できる・魅力ある，農業は育ちにくい可能性

がある。
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V．規制緩和による効果は，

1．マクロ的経済効果

規制緩和・市場開放等の経済効果

　　　　（計量モデルによるシミュレーション）

シ・ミレション結果（標準型からの乖離）

実質GNP 国内需要 貿易収支

規制緩和 0．6％ 0．8％ △16億ドル

市場　開　放 0．3 0．6 △28

　（その他都市
　　政策・「民活計　　プロジェク

　　トを含め）

2．3 3．3 △83

1　出典「経済セミナー（昭和62年8月号）一前川レ

ボートの早期実行を一和田哲郎（日本銀行）」

2　各案件の導入に伴う直接的な経済効果を年平均に

置き直したうえでこれを外生的なショックとして与

え，その初期（最初の1．2年平均）のインバクF

を標準型からの乖離でみたもの。

3　シミュレーションの具体的内容は次のとおり。

イ．規制緩和一電気通信（5年間，3．1兆円），金融

　機関（回，2．3兆円），放送（同，0．9兆円），運輸

　（同，生産性が年平均3．5％上昇，その分運賃引下

　げ）にかかわる諸規制の緩和効果．および「線引

　き」の見直し（同，2兆円）の効果

ロ．市場開放一農畜産物（米，小麦，大麦，羊肉，

　砂糖，葉たばこ），石油製品（ガソリン，灯油，軽

　油）の市楊開放効果。5年間で国際価格まで低下

　すると想定。

2．ケースによるミクロ計算～29Pの牛肉の場合

～牛肉の自由化による国民全体の出費削減

17万5千t×220円／1相≒385億円

輸入牛肉のみを食べる人1，100円／年

（1人平均5㎏／年）

ケースの前提

①17万5千tは，62年畜産振興事業団輸入枠で自

由化後も，輸入牛肉を食べる量は増えないと前提

②220円は「調整金」一「関税アップ分（25％→50％）」

卸小売業のマージンは不変

従って小売価格は1，070＝1，290－（310－90）

VI．規制緩和は，良いことづくめなのか

①規制緩和によって影響を受ける該当者の雇用・生活の保障を無視することはできない。

　　卸・小売業　約1，100万人　うち小売1～4人の零細従業者289万人

　　農　 業約620万人428万戸→うち専業農家63万戸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち肉用牛農家27万戸

②物価が下がり，生活の利便性は向上するが，その産業従事者の労働環境等への影響。

　　例えば小売店の24時間営業，年中無休営業と休日の確保

③各個別の目的どおりの効果が出る様に運用できるか。

　　よほど，個別の事情を把握し，将来の展望そして，厳格なチェック（ex．公正取引委員

　会による物価等の監視）をしないと，今ある規制の二の舞になりかねない。
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まとめ

　幅広く，且つ奥深い規制緩和という概念に対して，わかりやすく把える為に，具体的な

　「物価」をとりあげ，そして，流通，農産物制度について記述したが，公的規制はその他

いろいろな分野に存在する。

〈例示〉

…藩醸獄・撫紬曙糠蘭し燃妨劇蟻郵蹴紛れ瞬らなV．i’
・お米屋さんは1秤の卸売り業者との数り引きが原粥となっており，又商売範囲は　本拠

一 地と　近隣市町糧に限定されていたく昨年緩和獲置がとられた）

　電話料金ぱ，一遡簸甫内19湾であるPt東京醸区菱越κモも1鯛である

．・ 海外旅行航空券は，日本国内の代理店で買うのに比べて，海外で買うとグンと安い。

適質麗さんは　預け九人の人翻まで覚滅ておく必要かある

・●何故飼じ製晶を海外で買うと賓いのかd

－・本は全んどどこの店でも定価販売，しかも3冊に1冊が返品されるのに何故バーゲンが

、一懲レし伽⑳　簿醜ζ擁。一・函。鳶＿…諦　・》＿誌。．

今後，この「規制緩和」の具体的な動きが，あらゆる分野で出てくる。公的規制を緩和

すれば，全てが解決するものではないが，規制緩和により，新たな展望が拓けることを

認識すべきである。例えば今や生活に溶け込んでいる宅配便は，がんじがらめの規制の

中からスタートをし，規制緩和を伴いながら発展してきた。その間，郵便小包も料金が

下り，サービスもゲンと向上し，更に，各種通信技術等の発達と相まって新しい産業へ

の可能性が広がっている。

一朝一夕にして緩和はできなくとも，各分野における自助努力（特に流通・物流・農業

の中小零細）が求められ，行政等によるバックアップ体制，そして，国民1人1人の理

解と決意が必要である。何が1人1人にとって，豊かさに通ずるのかの考えに立ち，今

後の方向作りをする必要がある。

出典・参考資料

「規制緩和・新行革審提言」一ぎょうせい（S63．12．22）

「日本の統計一昭和63年」総務庁統計局編一大歳省印刷局（S63．9．10）

「一これで生き返る日本農業一コメ自由化革命」屋山太郎一新潮社（’89．2．20）

「豊かさの構築　流通産業」通産省産業政策局商政課編一（財）通商産業調査会（S62．10．1）

「新しい商業発展へのシナリオー競争的共存を求めて」一日本商業労働組合連合会（’82．6）

　週刊東洋経済Na4700（S62．1．17号）他

　日経ビジネス1988年11月7日号他
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懸那一　Wh－－Wh 講演要旨1

高齢化（雇用）

対繁の焦点 慧／礎

同志社大学教授中條 毅

　米国の調査機関・コンファレンス・ボードによ

ると「米国の今後の10年間の労働力人口は年率1．

5％以下の増加しか望めない。この増加率は1970

年代の半分であり，90年代に入って特に若年労働

力・良質の労働力確保に苦慮し，採用してからの

教育投資が嵩み，コスト増を迫られよう」と指

摘，「その穴埋めを主婦労働と高齢労働（早期定年

退職者）に期待せざるを得ない」と説明している。

　ところがわが国の場合一段と深刻で15歳から24

歳の若年労働力は’90年代から2000年までには大

体，60万人の絶対的な減少が予測され，より長期

的には若年労働力の減少がさらにその後，著しく

なりそのために労働力人口の絶対数自体も減少す

る。ある推計で労働力人口増加率は93年まで0．

8％，そのあと2千年まで0．4％に半減するという。

　一方，老齢指標一65歳以上の人口比率一は2000

年にはわが国は16．2％になり，西独・スウェーデ

ンと並んで世界のトップレベルに達する。その

時，米国は，12．2％，英・仏も日本を下回りこの

面では何れも，日本より競争力は強くなる。

　つまり，①労働力人口増加率の減少②高齢化③

貯蓄率の低下によって，90年代半ば迄は経済の繁

栄が続くが，その後は明るい展望はみられない。

その対策として，わが国の重点課題は，まず60歳

以上，少くともその前半層の労働力の活用つまり

この層の雇用，就業の場の確保とそのための能力

開発が考えられる。終身雇用慣行の下では出来得

る限り同じ企業の中での定年延長が望ましく65歳

までの定年延長が目標となるが個人差もあって結

構難題であるから今からその条件整備に取り組ま

ねばならぬ。

　第二は，「生涯のスタミナの合目的配分」を考

え，中年期の労働力の酷使とすり減らしをセーブ

し「労働と生活」にゆとりを持たせ，時短を進め

ながら，少くとも60歳前半層の労働と雇用に余力

を蓄えるように調整し，10年　20年をかけてこの

層の活性化をはかることである。高齢者雇用の積

極化，活性化と需要の年代間代替調整策を抜本的

に考えねばならないのである。欧米と異なって60

歳前半層の7割，後半層の4割までが，就業して

おり，わが国の高齢者の就業意識は高い。しかし

一律定年制に伴う，種々の修正条件たとえぽ，賃

金，人事労務の問題，職務内容，制度，職場環境

の見直しから健康面の配慮等に至るまでの再編が

必要となろう。

　第三に，「年金支給開始年齢引き上げ」が「60歳

代雇用確保」とワンセットで進められねばならな

い。現行の給付水準を維持しながら現役世代の今

後の負担増を極力抑えていくため，繰り延べはや

むを得ないからである。

　終りに，これらの問題の背後には常に中高年労

働者の職業能力の開発育成の課題がある。たとえ

ば有給教育訓練休暇，生涯生活設計とその教育，

広くはリカレント・システムの体制整備等を通し

て，中長期を展望し，新しい「労働と生活のスタ

ンス」を再編成し，到来する超高齢化社会に対処

しなければならないのである。

　本橋は，1月30日に開催した定例研究会「高

齢化に対する人事労務諸施策の研究一事例研

究一」第1回講演の要旨です。文責　事務局
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講演要旨皿

椴下電器労網の

高齢化対簾1：ついて
松F電器産業労働組合

中央執行委員長前川朋久

1．改革を迫られる労働組合活動

　組合員のとらまえ方の今日像は，従来の労働者

の集団としてではなく自立した職業人であり，家

庭を営む生活者であり，組織された社会人という

ものの集団ととらえなければならない。

　取り巻く環境の変化は産業構造の転換を迫り，

同時に紐合員の意識やそれを受けた活動にも変化

を迫る。

　その結果，組合員の意識やニーズの変化より

「不満の充足」から「不安の解消」へと運動を展

開して行かなければならない。

2．組合員の生涯設計への寄与

　一言で言えば，組合員の生涯の設計，ライフプ

ランに組合が寄与するということである。

　生涯の設計を「生涯生活設計」と「生涯労働設

計」に大別し政策を施し，更に生涯∫摺体系を整

備した。生涯学習機能として①ライフプランス

クール（シニア・ミドル・ヤング・レディス）②

カルチャースクール③ジョブクリエイトスクール

を設けている。

3．松下の熟年ライフプラン

　松下の熟年ライフプランという高齢化対策の制

度の体系をド表に示す。

　定年は60才であるが，55才でNFCコース（N－

ationa且Family　Company，別会社で65才まで雇用保

障）と転職・自営コース（6ケ月の有給休暇取

得）が選択できる。又，現職コースでも，定年後

65才までフレックスタイムやハーフタイムで働け

るシニアパートナー制度がある。

　なお，これからの課題として，「高齢者向けの

職場開発」「NFCの拡大」等がある。

〈熟年ライフプランの現状〉 S63．4．1現在

It50歳～55歳・1

［璽，
1←55歳　～　60歳　p　I　I←60歳　～　65歳一レ1

NFC
コース

現　職 纒
　　フレックスディ

團　　　ハーフタイム

　　勤務制度

匿翻NFC勤務

一瞥職麿＼ 織資篶耀翫
一ス／ 退職

人生設計プログラム 退職準備プログラム

高齢者相談センタ

鰭轍⇒

実　　　施　　　状

内　　　　　　　容

シニア・バ　トナー制度
定　年　前　健　康　診　断

㈱

ス

会

㈱

㈱

㈱

潔
謬

　
　
　
リ

欝
り
㌍

リ
保
　
ジ
合
ス

ア

合

電

ン

総

イ

　
　
　
エ

ニジ

総

下

信

信

フ

留
・
穐
”

松

㈱

㈱

松

松

パ

度制暇休得取格資．能妓

熟年設計セミナー
（55歳以上の社員対象）
ライフプラン入門講座
（48歳～52歳の社員対象）

熟年ライフ相談センター

（進路相談・実務相談・熟年

　　　ライフプランの具体化）

況

導入時期

S57．1．l

S56．4．1
S56．2．1
S56．5．21
S56．12．21

S60，5．21
S62．4．　l

S62．10．1

S55，ll．21

S56．6．20

S58．10．1

S55．11．21

　本稿は，2月23日に実施した第2回定例研究会での講演要旨であります。内容ご希望の方は，圃中部

産政研までご連絡ドさい。　文責　事務局
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産政研だより

1月16日
　　～

　17日

1月25日

1月30日

2月23日

3月17日

4月21日

4月25日

4月26日

（’89年1月1日～4月末までの主な活動）

☆韓国「ソウル大学朴教授」との意見交換

　　　豊田工業大学岸田助教授の案内で来日され，相互の自動車産業の現況につい

　　て意見交換し，豊田市にある和光化成，共和産業の工場見学や労使と親しく懇

　　談。

☆季刊誌「産政研」No．　1　HIVERの発行

　　　労使にとって将来，大きな課題に発展していく可能性のある豊かさ，余暇，

　　EC統合，などを取り上げてNα1，冬号を発行。

☆第1回定例研究会の開催

　　　今年度のテーマ「高齢化に対する人事・労務諸施策の研究」の一環として，

　　同志社大学教授中條毅氏をお招きし，「高齢化（雇用）の対策の焦点」と題して

　　講演会を実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　要旨は34ページを参照。

☆高齢化対応専門委員会を発足　……概要は37ページ

　　　高齢化問題を奥深く研究するため労使代表からなる専門委員会を発足させた。

☆第1回専門委員会の開催

　　　高齢化に対する人事・労務諸施策の研究をより具体化するため，労使代表委

　　員による初顔合せをおこない今後の調査研究内容まで突込んだ論議。

☆第2回定例研究会の開催

　　　高齢化の事例研究の第1弾として，松下電器労組・前川委員長を講師にお招

　　きして「松下電器労組の高齢化対策」の取り組みについて，講演会を実施。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要旨は35ページを参照。

☆第2回専門委員会の開催

　　　今回より名古屋大学経済学部助教授大橋勇雄氏（本委員会コーディネー

　　ター）にもご出席いただき，①企業高齢化対応基礎調査　②高齢化に関するア

　　ンケート　③退職者OB意識アンケート調査に着手した。各関係組織のご協力

　　をお願いします。

☆全トヨタ労連主催「政策・制度研修会」において研究発表

　　　テーマ：流通（物価）問題

　　　・これは，全トヨタ労連よりの委託に基づくもの

☆季刊誌「産政研」No．　2　PRINTEMPSの発行

　　　勤労観・生活観を意識した記事や，規制緩和の問題を取りLげて

　　Nα2春号を発行。

☆第3回定例研究会の開催

　　　高齢化の事例研究として，名古屋鉄道㈱人事部・足立課長を講師にお招きし

　　て「従業員福祉と生涯雇用」のテーマで講演会を実施。
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〈参考〉

　「高齢化に対する人事・労務諸施策の研究」専門委員会の概要

1．専門委員会の位置づけ

　テーマの研究，調査，提言等にあたり，各組織の実態も踏まえ，的確なアドバイス，助言

を行う。

2．専門委員　構成表

組　　　　織 役　　　　職 氏　　　名

名古屋大学経済学部 助　　　　教　　　　授 大　橋　勇　雄

全トヨタ労働組合連合会 政　　策　　部　　長 三　浦　友　裕

トヨタ自動車労働組合 産　　対　　局　　長 森　　　敏　雄

日本電装労働組合 調　査　　1　部　長 葛　巻　貞　行

アイシン労働組合 中央　執行委員 伊　藤　尚　敏

トヨタ車体労働組合 執　　行　　委　　員 酒　井　伸　二

関東自動車L業労働組合 執　　行　　委　　員 東桂木　利　美

トヨタ輸送労働組合 執　　行　　委　　員 内　田　毅　良

ア　ラ　コ労働組合 執　　行　　委　　員 下　村　　　武

豊田合成労働組合 書　　　　記　　　　長 森　　　正　義

豊田自動織機労働組合 総　　務　　部　　長 吉　田　　　宏

豊田工機労働組合 生　　産　　部　　長 神　谷　保　彦

愛知製鋼労働組合 書　　　　記　　　長 境　　　春　幸

トヨタ自動車株式会社 人事部企画課課長 柏　原　正　則

日本電装株式会社 人事部労務課課長 嶺　　　英　樹

アイシン精機株式会社 人事部人事課課長 水　野　玄四郎

トヨタ車体株式会社 人事部厚生課課長 八　木　正　好

関東自動車工業株式会社 人事部企画課主担当員 河　合　俊　二

事　　務　　局　　長 十　亀　義　則圃中部産業・労働政策研究会

　　　　〃

　　　　〃

主　任　研　究　員 村　井　　　清

主　任　研　究　員 加　藤　俊　行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※敬称略
3．コーディネーターのご紹介

　名古屋大学経済学部助教授　大橋　勇雄氏

　1945年生。1973年名古屋大学大学院博士課程終了。その後，名古屋市立大学，ハーヴァー

　ド大学留学，筑波大学を経て，現在に至る。

　専攻：理論経済学，労働経済学。
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編集後記

☆今や世の中の流れは“ゆとり”と“豊かさ”である．そこで本号は勤労観，生活観を意識し

　つつ，近い将来課題になるであろう“規制緩和の問題”の2本柱で編集してみました。その

　中で，奥野名大教授が執筆された電力の問題は研究論文であり内容のあるしっかりした研究

　員レポートと思う。この研究誌が若手の研究者にとっての発表の場となり後進の育成に1役

　買えればと願う。

☆専門委員会での「高齢化に対する人事・労務諸施策の研究」も本格的な調査活動の段階に

　入ってきた。関係組織の絶大なるご協力と退職者OBの方々にも，ありのままでアンケート

　にお答えいただければと思っている。

　今回が独自で取り組む最初のデータソースだけに内容あるものに出来ればと願っている。

☆4月1日から消費税が導入された。前日は買溜客でごった返したという。4月1口，名古屋

　駅近くで開催中のワールドショッピングフェアに出かけた。パーク＆ライドで電車に乗って

　みたら，従来の運賃510円に消費税分20円がオγされていた。入場券600円と生花買物1，200

　円はそのまま支払った。お目当てのステーキとヒレ肉2，000円とブランドネクタイ7，000円は

　外税3％いただきますといわれた。高級品・宝石類は安い。半額表示の上にまだ少し値引き

　しますよといわれ消費税など問題にしないと言った感じで衝動買いしそうな気になった。ま

　さしく“消費にかかる税金だ”を実感した。一方では今回の消費税は①政府が短期間のうち

　に，にわかに導入した影響から税の主旨や内税・外税があいまいな気がしたし②本当にこん

　な取り方できちっと税金として国へ納められるのか③厚生年金改訂の動きとからめて，高齢

　化社会への対応に本当に使われるのか④比較的生活に密着した物が便乗値上げされないかを

　懸念せざるをえなかった。実施された今，国として，不具合い点の是正，監視体制の強化な

　どをきちんと進めてもらいたい。とにかく，買物客とレジとの間でのトラブルなど実施前に

　云われていた混乱もなくスタートしたなあという感想を抱きつつ，エイプリルフールの一日

　を終え家路へ急いだ。

☆プランタン〔printemps〕（フランス語で春）の発行日である4月25日ともなれば野山も新緑

　に包まれ，もう目の前にエツテ〔6t6〕（夏）が近づいてくる。

　本号について，すがすがしいグリーンの上からナイスショットのご意見，ご要望をお聞かせ

　ください。

人

所

　

行

行

発

　
藁

発

編

　　　　　　　1989No．2PRINTEMPs

　　　　　　　－　　　1989年（平成元年）4月25日発行

梅　村　志　郎

財団法人中部産業・労働政策研究会

〒471愛知県豊田市山之手8丁目131番地　電　話0565－27－2731

　　　　　　　　愛知労済豊田会館3F　FAXO565－27－2259
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